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17年度決算の状況
（億円、％）

増減率増減額《連結決算の状況》

前期比
１７年度

＋9.4＋1251,455連結経常費用

△24

＋72

＋197

△6.8331連結当期純利益

＋14.0582連結経常利益

＋10.72,037連結経常収益

《静岡銀行単体の状況》

△100.0
△100.0
△84.5

△91
△56
△18

－
－
3

厚生年金基金代行返上関連利益
貸倒引当金取崩額
固定資産の減損損失（△）

△106.7△125△8特別損益

＋10.5＋1641,725経常収益

＋11.0＋52527経常利益

△12.3△73519税引前当期純利益

△10.5(+10.0)△37(+28)314当期純利益（前期の特殊要因除く対比）

業務純益

経 費 （△）

一般貸倒引当金繰入額 （△）

△72.7
＋57.7

△56
＋13

21
36

うち不良債権処理額 （△）
うち株式等関係損益

＋228.0＋7441臨時損益

＋7.7＋40559基礎的業務純益 ※

△4.2△21486

＋0.8＋6732

－＋2626

＋3.7
＋6.4

△44.1
△299.8
△295.2

＋39
＋11
△12
△27
△35

1,086
178
15

△36
△47

資金利益
役務取引等利益
特定取引利益
その他業務利益
（国債等債券関係損益）

＋0.9＋111,243業務粗利益

※基礎的業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益

経常収益 前期比 ＋１６４億円増収（２期連続）

業務粗利益 前期比 ＋ １１億円増益（２期連続）

業務純益 前期比 △ ２１億円減益（５期振り）

基礎的業務純益 前期比 ＋ ４０億円増益（５期連続）

連結経常収益 前期比 ＋１９７億円増収（２期連続）

連結経常利益 前期比 ＋ ７２億円増益（４期連続）

経常利益 前期比 ＋５２億円増益（４期連続）

当期純利益 前期比 △３７億円減益（４期振り）

トップライン拡大

基礎的業務純益増加

経常利益は過去最高
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49,695

33,856

50,410

34,900

53,409

36,232

15年度 16年度 17年度

銀行全体 うち静岡県内

14,103

11,920

15,055

12,775

16,349

13,825

15年度 16年度 17年度

銀行全体 うち静岡県内

21,495

17,612

21,894

17,856

23,503

18,454

15年度 16年度 17年度

銀行全体 うち静岡県内

個 人 向 け 貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） の 推 移うち中小企業向け貸出金残高（末残）の推移

貸出金の状況

（億円） （億円）
地方公社を含む

総 貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） の 推 移

33.3％

32.6％
32.9％

●
●

●

企 業 規 模 別 貸 出 金 残 高 の 増 減

平成１７年度総貸出金残高（末残）は５３，４０９億円と

前期比＋２，９９９億円の増加

（億円）

・大・中堅企業、中央政府向け貸出金残高（末残）は
１２，７１８億円と同▲１３億円減少

・中小企業向け貸出金残高（末残）は ２３，５０３億円
と同＋１，６０９億円増加

・個人向け貸出金残高（末残）は１６，３４９億円と同＋
１,２９４億円増加

△13

＋1,609

＋1,294

大･中堅企業
中央政府向け

個人

【17年度貸出金増減額内訳】
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＋１，２９４

海外

中小企業

＋
２
，
９
９
９

＋109

＋２，９９９

＋１，０５０

＋１，３３２

＋０．４県内金融機関（地銀、大手銀、
第二地銀、信金）におけるシェア（末残）

（億円）

＋１，６０９ ＋５９８



6,297

2,108

3,600

761
6,716

3,843
2,878

3,510

850
9,369

4,864

2,931

3,859

1,431
8,871

5,485

4,430

4,594

1,7607,259

１５年３月末 １６年３月末 １７年３月末 １８年３月末

国債

地方債

社債

株式

その他

有価証券の状況

有 価 証 券 平 均 残 存 期 間 の 推 移

有価証券の平均残存期間は円貨債券が２．５１年、外貨債券が１．８３年と短期を維持

平成１８年３月末の株式・債券・投資信託等の有価証券の評価損益は＋２，８９９億円と１７年３月末比＋１，２５７億円、うち株式
評価損益は＋２，９４９億円と１７年３月末比 ＋1，４３２億円増加

482

1,459 1,517

2,949

15年3月末 16年3月末 17年3月末 18年3月末

うち株式

有価証券評価損益の推移

（億円）

658

1,615

（「その他」には外貨債券を含む）

有 価 証 券 残 高 の 推 移

平成１８年３月末の有価証券残高は２３，５２８億円と１７年３月末比 ＋１，５７２億円増加

１．４３年

２．１４年

１６年３月末

２．０７年

２．３９年

１７年３月末

２．５１年２．３５年円 貨 債 券

１．８３年１．０２年外 貨 債 券

１８年３月末１５年３月末

11，715.39円 11，668.95円 17,059.66円7，972.71円日 経 平 均 株 価

19,482 20,450 21,956 23,528

2,899

（億円）

＋１，５７２

△１，６１２

1,642

＋１，２５７

＋１，４３２
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46,398

14578
277

5,487

492
723

46,764

11504
255

5,569

1,576

1,222

47,438

6338
252

5,400

2,747

2,068

16年3月 17年3月 18年3月

63,446

55,140

63,688

55,746

63,824

56,223

15年度 16年度 17年度

国内店 静岡県内 うち個人預金

55,000

0

50,000

静銀ﾃｨｰｴﾑ
証券

＋846

個人年金保
険

+1,171

公 共 債

円貨預金

投資信託

外貨預金

譲渡性

預金

預金・預り資産の状況
平成１７年度の国内営業店預金残高（平残）は６３，８２４億円（前期比 ＋１３６億円）、うち個人預金残高（平残）は

４７，６８６億円（同 ＋３９０億円）、静岡県内預金残高（平残）は５６，２２３億円（同 ＋４７７億円）と増加

総預金残高（平残）は採算を重視し、金融預金等（前期比▲７０１億円）を減少させたため、６６，５１０億円（同▲２７６億円）
と減少

平成１８年３月末の静銀ティーエム証券㈱を含む個人預り資産残高は５８，２４９億円（１７年３月末比 ＋２，３４８億円）

円貨預金および譲渡性預金を除く個人預り資産残高（静銀ティーエム証券㈱を含む）は１０，８０５億円（１７年３月末比

＋１，６７９億円）

預 金 残 高 （ 平 残 ） 推 移

（億円）

個 人 預 り 資 産 （ 末 残 ） 推 移

（億円）

９
、
１
２
６
億
円

１
０
、
８
０
５
億
円

７
、
５
５
７
億
円

＋１３６

36.3％
36.1％ 36.1％

46,980

47,296

42,634

47,686

43,095

●●●

静岡県内の金融機関における（地
銀､大手銀､第二地銀､信金）シェ
ア（末残）

53,969

55,901

58,249

5

42,200 ＋４７７

＋２，３４８



528

50
578

414
37

451 1,079

35
1,114

1,320

50
1,370

15年度 16年度 17年度 18年度計画

銀行

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券

手数料収益
手数料収益は、投資信託・保険窓販の増加などにより順調に推移

投資信託は、静銀ティーエム証券との「投信紹介スキーム」が収益獲得に寄与

保険窓販は、引き続き高収益の変額年金を中心に高水準を維持（17年度 地銀販売額第1位）

10

150

16

195

30

193

35

208

15年度 16年度 17年度 18年度計画

銀行

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券

手数料収益（銀行・静銀ティーエム証券）手数料収益（銀行・静銀ティーエム証券）

223
211

243

17.5％
16.9％

●

手数料収益比率
（静銀ティーエム証券を含む）

●

423

1,084 1,171 1,200

15年度 16年度 17年度 18年度計画

保 険 窓 販 額保 険 窓 販 額

手数料収益
36

48

●
●

51

（億円）

（億円）

（億円）
投 資 信 託 窓 販 額投 資 信 託 窓 販 額

6

18.1％

160

●

13.4％

11
25

●

●

30

●
10

●
11

手数料収益
（静銀ティーエム証券を含む）



90

17 21

(22)

47

14年度 15年度 16年度 17年度

0.18％

0.03％ 0.04％
0.04％

●

● ● ●

●
0.09％

与信費用

※与信費用＝ 不良債権処理額 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 ＋ 特海債引当勘定繰入額－個別貸倒引当金取崩額

（億円）

与信費用：１７年度 ４７億円（前期比 ＋２６億円）

・地価下落 １８億円
・債務者区分の変更 ９６億円

・格上、回収等による個別引当金
取崩 ▲１００億円
合計 １４億円

うち貸倒引当金の算出方法の変
更による増加 ２５億円

貸倒実績率の算定期間を従来の３算
定期間から５算定期間に変更

バーゼルⅡの中で貸倒引当金を算定
する基準となるデフォルト率推計にあ
たって５年以上の観測期間が求めら
れていることへの対応

一般貸倒引当金繰入額 ２６億円（前期比 ＋２６億円）

不良債権処理額 ２１億円（ 〃 ▲５６億円）

（うち個別貸倒引当金純繰入額 １４億円）

貸倒引当金取崩額 ― 億円（ 〃 ▲５６億円）

与信費用の推移

与信費用比率は特殊要因（貸倒引当金の算出方
法の変更）を除くと巡航速度で推移
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不良債権の状況
リスク管理債権の状況（単体ベース）リスク管理債権の状況（単体ベース）

18%

82%

延滞なし 延滞

89%

11%6%

94%

延滞なし 延滞

55%

45%

要 管 理 先

開 示 額 2 8 3 億 円

破 綻 懸 念 先
開示額1,484億円

実 質 破 綻 先

開 示 額 3 7 3 億 円

～部分直接償却を実施した場合の１３５億円と、信用保証協会の保証付貸出金の８８７億円を控除した場合のリスク管理債権総額は１，１７２億
円となり、部分直接償却額を控除した総貸出金に占める割合は２．１９％（１７年３月末比▲０．７０ポイント）となる

カバー率８３．１％（１７年３月末比 ＋１．９ポイント）

破綻先債権

延滞債権
（破綻懸念
先・実質破
綻先）

3ヵ月以上
延滞・貸出
条件緩和債
権（要管理
先）

５４億円（2.5％）

（84.6％）

１，８５７億円

２８３億円（12.9％）

２，１９４億円

平成１８年３月末のリスク管理債権の総額 ２，１９４億円（１７年３月末比 ▲３０５億円）

リスク管理債権比率４．１０％（１７年３月末比 ▲０．８５ポイント）

・破綻懸念先以下 ▲２０９億円

・貸出条件緩和債権
３カ月以上延滞債権 ▲９６億円

不良債権の

オフバランス化実績

不良債権の

オフバランス化実績

２，７８７

▲１，０３７

（▲７７８）

＋１，３３４

（＋７５９）

１４年度

２，８０４

▲８０６

（▲６８０）

＋８２３

（＋７１１）

１５年度

２，１９４２，４９９リスク管理債権

▲８６１

（▲６９０）

▲８６４

（▲５７１）

オフバランス化

（うち破綻懸念先以下）

＋５５６

（＋５５６）

＋５５９

（＋５５９）

新規発生

（基準変更要因除き）

１７年度１６年度

（億円）
〔内訳〕 （ ）内はカバー率

３７９（84.9％）破綻懸念先

５５（100％)実質破綻先・破綻先

１２２（48.4％)要管理先

（億円）

本人弁済・預金相殺 ２１６億円

担保処分・代位弁済 ２１３億円

格 上 １０６億円

債権売却 １３０億円

直接償却 ２５億円

６
９
０
億
円
の内

訳 8

１８年３月末リスク管理債権の状況

▲３０５



自己資本の状況

ＢＩＳ自己資本比率（連結ベース）

中 核 自 己 資 本 比 率 と は ･ ･ ･ ･

自己資本のうちの基本的項目（ＴｉｅｒⅠ）から税効果相当額を控除

したものを中核自己資本といい、これを分子として算出した自己資本

比率を中核自己資本比率といいます。

13.98
12.58

9.85 8.45

0

5

10

15

20

１５／３末 １６／３末 １７／３末 １８／３末

TierⅠに占める税効果相当額の割合

9.78
10.25

9.85
9.47

11.01
11.27 11.38

10.69

13.64
13.5313.60

12.42

8

9

10

11

12

13

14

15

１５／３末 １６／３末 １７／３末 １８／３末

ＢＩＳ自己資本比率

ＴｉｅｒⅠ比率

中核自己資本比率

（％）

（％）

ＢＩＳ自己資本比率（連結ベース）は１３．６４％と国内最高水準を維持

貸出金を中心とするリスクアセットの積上げ（１７年３月末比＋５，６０５億円）により収益力を強化した結果、

ＴｉｅｒⅠ自己資本比率は前期比▲０．６９ポイント低下の１０．６９％（中計最終年度目標１０％程度）

ＴｉｅｒⅠに占める税効果相当額の割合は８．４５％と前期比▲１．４ポイント低下し、自己資本の質もより健全化

リスクアセットの推移

＋4421,6301,1889771,024オフバランス

＋69259190147202
ﾏｰｹｯﾄﾘｽｸ相
当額

＋5,09450,31045,21643,21042,865オンバランス

＋5,60552,19946,59444,33444,091リスクアセット

前期比
18年

3月末

17年

3月末

16年

3月末

15年

3月末

（億円）

9



当行

横浜

千葉

福岡

常陽

広島

八十二

群馬

10.00

15.00

20.00

25.00

3 5 7 9 11

資本政策

配当額の推移

１０．００円８．５０円７．００円７．００円
（うち記念配当１円）

６．００円一株あたり配当額（年間）

１７年度１６年度１５年度１４年度１３年度

地銀８行の動向

配

当

性

向

一 株 あ た り 年 間 配 当 額

－－ＡＡＲ＆Ｉ

ＢＦ１－フィッチ

Ｃ＋Ｐ‐１Ａ１ムーディーズ

Ｂ＋ (※)Ａ‐１Ａ＋Ｓ＆Ｐ

財務格付短期格付長期格付

※銀行基礎信用力格付（平成１７年７月より取得）

【 格 付 の 状 況 】

世界３大格付機関を含む４社から、日本の大手銀行・
地方銀行のなかでトップ水準の格付を取得

（円）

（％）

資本を積極的に活用し、収益拡大につなげていく

平成１７年度１株あたり配当額（年間）１０．００円（普通配当）は地銀最高水準

10



グループ会社の状況

グループ会社（１１社）は、経常利益４９億円と中期経営計画の最終年度の
目標値（４１億円）をクリア

連単倍率（当期利益ベース）は、１．０５倍と前期比＋０．０４ポイントの増加

グループ営業力の強化を支える「グループ会社間転籍制度」を新設

本部に金融法人機能をもった部署を設置し、他行庫との連携を強化

静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱

静銀ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ㈱

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券㈱

静岡ﾓｰｹﾞｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ㈱

欧州静岡銀行

静銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾘｴｲﾄ㈱
静銀総合ｻｰﾋﾞｽ㈱

静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

静銀信用保証㈱

静銀ﾘｰｽ㈱

３億円経常利益

５５億円経常収益

１億円経常利益

３億円経常収益

１８億円経常利益

２２０億円経常収益

７億円経常利益

１２億円経常収益

１１億円経常利益

３０億円経常収益

２億円経常利益

２３億円経常収益

０．１億円経常利益

６億円経常収益

０．８億円経常利益

３３億円経常収益
０．９億円経常利益

３３億円経常収益

０．６億円経常利益

４億円経常収益

４億円経常利益

２１億円経常収益

11



-100

-50

0

50

100

150

200

250

300

350

業務粗利益

（億円）

経費
・

信用ｺｽﾄ

経費・信用コスト
控除後収益

個 人

純預金者のコストが大きく部
門全体では不採算

個人部門

法 人

法人部門は黒字

《うち個人純預金者》

《うち個人債務者（消費者ローン取引先）》

0

100

200

-150

-100

-50

0

50

100

金融環境の変化 ～金利上昇の収益への影響

金利上昇により預金が大きな収益源になる

法人部門

313 131

182

193 228

△36

69 △199

△131

124 29
95

支店営業部門の収益構造

【１７年度下半期】

12

金利が1％上昇すると
個人純預金者の採算が半期157億円改善



金融環境の変化 ～ゼロ金利解除の影響

「変動金利貸出」と「流動預金」の利ざや拡大を中心に
資金収益は拡大する

＋２９２＋２５３＋２０９＋１３３＋１２資金収益増加額

５年目４年目３年目２年目１年目

（億円）【金利上昇（※）による資金収益への影響（累計）】

円貨資産・負債の構成 ～１８年３月単体（単月平残）

０．６自己資本０．６その他運用

２．７定期性預金 ＮＣＤ

（40％)

１．４固定金利 （30％）

３．９流動預金 （60％）預

金

３．８変動金利 （70％）貸

出

金

１．５固定債 （100％）債

券

０．５社債・その他調達０．４短期市場性運用

７．７負債・資本 計７．７資産計

残高（構成比）残高（構成比）

5.2

当行では市場連動貸出比率が高く、固定金利貸
出比率が低いことから、金利上昇にともなう資金
収益の増加ペースは他行を上回る可能性がある

（％）

（％）

0

20

40

60

80

100

資産 負債

その他

有価証券

固定金利

短プラ・新長プラ

市場連動

その他

定期性預金

流動預金

0

20

40

60

80

100

資産 負債

その他

有価証券

固定金利

短プラ・新長プラ

市場連動

その他

定期性預金

流動預金

【 当 行 】

【 地 銀 5 行 平 均 】

13

金利上昇局面における資金収益の変化 地銀他行平均との比較

（兆円）

6.6

※１８年３月のインプライドフォワードレートによる



預金戦略

持続的に成長するため資金調達の中核となる預金戦略を強化

預金を預り資産、ローン等のすべての取引の基本と位置づけ、預金獲得を強化

預
金
は
す
べ
て
の
取
引
の
基
本

持
続
的
な
成
長

預金の集まる仕組みの構築

「しずぎんjoyca（本体発行
カード）」のメイン口座化による
流動預金の積上げ

給振推進

コーラブル預金の投入

法人預金獲得の取組み強化

決済口座の集中化

金融法人へのｱﾌﾟﾛｰﾁ強化

401k受託を中心とする法人取
引

付利方針

中長期の預金金利を高めに設
定

【預貸金ギャップの推移】 【 預 金 戦 略 】

858

1,975

▲ 118

ギャップ

ギャップ

ギャップ

１６年度 １７年度 １８年度（計画）

（億円、平残ベース）

限界預貸率
94・7％

14

※ギャップ＝対前年度比貸出金増加額－対前年度比預金増加額

限界預貸率＝
対前年度比預金増加額

対前年度比貸出金増加額



チャネル戦略

15

チャネルの有機的結合により県内シェア拡大、営業エリアを広域化

営業空白地域への出店や最適営業体制のための店舗統廃合、移転新築により攻めの営業体制を構築

本体発行カード「しずぎんｊｏｙｃａ」はダイレクトチャネルの一つと位置づけ、個人顧客の基盤の拡大に活用

業
務
・人
員
の
集
中
化
、
機
能
分
化
の
徹
底

高 付 加 価 値 の 提 供

利 便 性 の 提 供

営業店 18年3月末182店（県内160、県外19、海外3）

ﾋﾞｼﾞﾈｽｽﾃｰｼｮﾝ（3拠点体制）

ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ（18年3月末14ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ）

8拠点体制

15ローンセンター

基幹取引先等

との永続的な

ﾘﾚｰｼｮﾝの確立

ﾃﾚﾎﾝﾊﾞﾝｸｾﾝﾀｰ CRM機能強化

HP､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾓﾊﾞｲﾙﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ支店

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ 提携ｶｰﾄﾞ拡充

CD･ATM（18年3月末11,826台） アライアンス拡充

ｱｳﾄﾊﾞｳﾝﾄﾞ業務強化

本体発行開始

有機的結合

顧客基盤の

拡大

県
内
シ
ェ
ア
の
拡
大
、
営
業
エ
リ
ア
の
広
域
化

【店舗チャネル】

【ダイレクトチャネル】

※仮想店舗を除く

※セブン銀行ATMを含む



営業戦略

1 7 年度の取組

情報ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ営業を通じた法人顧客の組織化

・「東京ビジネスサミット」への合同出展（17年11月）

・「ﾆｭｰﾋﾞｼﾞﾈｽ育成ﾌｫｰﾗﾑ」の開催（17年12月）参加186名

・農業商談会「しずぎん＠ｇｒｉｃｏｍ」の開催（18年2月）

⇒ ビジネスマッチング ５９９件３８０億円

・成長分野への取組み～介護医療関連融資 ＋３４０億円

・新規貸出先の獲得強化 ＋２，１４０億円

・シンジケートローン ＋２００億円

高収益貸出資産の増強

・中低位格付先への取組強化 ＋３７０億円

・財務バランス是正などによる中長期貸出 ＋１４０億円

・担保・保証に過度に依存しない融資（5商品）＋１００億円

16

⇒18年度貸出金平残増加計画 +1,120億円

1 8 年度の取組

スコアリングを活用した戦略的商品投入

次世代経営者塾（仮称）の創設など

【 法 人 部 門 】

1 7 年度の取組

ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ、ﾛｰﾝﾃﾞｽｸ、ｴﾘｱﾛｰﾝの強化

・名古屋ローンデスクの開設（17年10月）

⇒18年度貸出金平残増加計画 +1,140億円

1 8 年度の取組

エリアローン担当の増員・愛知県へのローンセンターの開設

ﾎｰﾑｴｸｲﾃｨのｺﾝｾﾌﾟﾄを取り入れた無担保ﾛｰﾝなど

【 個 人 部 門 】

1,499

729

2,228

1,825

767

2,592

16年度 17年度

営業店

ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ･ﾛｰﾝﾃﾞｽｸ･ｴﾘｱﾛｰﾝ

ローン実行額ローン実行額

住宅関連ローンの商品開発、投入

・｢しずぎんYou ｸﾞｰﾏｲ One｣（17年5月） ＋７００億円

・｢即決扱｣ ～ｽｺｱﾘﾝｸﾞ審査の活用によるｸｲｯｸﾚｽﾎﾟﾝｽ

無担保ローン
・非対面ﾁｬﾈﾙを中心にCRMの活用やｷｬﾝﾍﾟｰﾝの実施
＋１５億円

（億円）

実行割合
７０％実行割合

６７％

18年度県内新築住宅ﾛｰﾝﾏｰｹｯﾄ 3,260億円 ×当行ｼｪｱ37％
⇒1,200億円



ＩＴ戦略

17

ＩＴに関する新たな変革

（次世代システム）

ＩＴに関する新たな変革

スピード感のある業務運営と組織運営の可視化を実現する「フラット型組織運営」を可能とするＩＴ機能の提供

三位一体の組織運営により、目指すべき姿の実現とＩＴの全体最適をめざす

現状
平成1８年度 平成２１年度・・・平成1９年度 平成２０年度

システム基盤のオープン化

●回線・・・広域イーサネット網

●クライアント・・・オープンプラットフォーム化

●情報・・・セキュリティ対策強化

渉外・融資業務の抜本的改革

営業店事務処理の抜本的改革

情報の共有・双方向伝達

新たなビジネスモデルへの転換など、変
化に即応できるＩＴ基盤の構築

目指すべき姿

情 報 伝 達

業 務 フ ロ ー

Ｉ Ｔ イ ン フ ラ

<次世代システム>

「フラット型組織運営」を可能とする

ＩＴ機能の提供

実践するうえでの

ＩＴガバナンス

●三位一体の組織運営

●ITリテラシー（活用能力）の向上

●新機種（ｼｽﾃﾑ）選定における 提案

依頼書（RFP）方式の全面導入（競

争入札制）



目標と業績予想

510 519

355

582
559

331

670

570

365

600以上
620以上

350以上

16年度実績 17年度実績 18年度計画 19年度当初計画

連結経常利益 単体基礎的業務純益 連結当期利益

＋４７３６経 費 （△）

△１２

＋３６

＋９３

△６

＋１４

＋１１

＋８４

△ ２６

＋６３

＋５０

前期比

３５０当期純利益

３５与信費用 （△）

３５不良債権処理額 （△）

５７０基礎的業務純益

１，７７５経常収益

６２０経常利益

業務純益

一般貸倒引当金繰入額（△）

３０株式等関係損益

５７０

０

１，３０６業務粗利益

１８年度予想
【銀行単体】

（億円）

（億円）

収益目標の達成状況 指標目標の達成状況

10％程度

56.5％

0.43％

6.09％

18年度

計画

10.69％

58.3％

0.38％

5.92％

17年度

55％程度

0.4％以上

6.5％以上

19年度

当初計画

ＲＯＡ

（連結ベース）

健全性 ＴｉｅｒⅠ自己資本比率

ＯＨＲ

ＲＯＥ

効率性

【業務粗利益の内訳】
・資 金 利 益 １，０７８（△ ８）

・役務取引等利益 ２０８（＋１５）

・その他業務利益 ２０（＋５６）

（国債等債券関係損益 ０（＋４７)）

（ ）内は前期比

円貨 ＋ 2

外貨 △10

18

過去最高益



静岡県経済の強み（１）静岡県経済の強み（１）

〈経済規模〉静岡県経済は「３％、１０位の経済圏」と称せられ、多くの経済指標が全国シェアで３％、都道府県別で１０位前後に集中しており、全国的にも
高水準の経済力である

〈健全性〉静岡県内の企業倒産率は改善傾向にあり、健全で体力のある企業が多い。また、地公体の財政も全国的にみて健全である

２．３８％２．７４％３．２２％３．６５％〃 （全 国）

７位１２位１５位５位〃 （低い方から順位）

－６３．７６２．４６２．８財務力指数 （静岡県）

－４１．１４０．８４０．６〃 （全 国）

－５位５位５位〃 （順 位）

１．５７％１．７６％２．１９％２．０３％信用保証協会代位弁済率（静岡県）

－９位５位２位〃 （低い方から順位）

－０．４５５％０．５４６％０．６５１％〃 （全 国）

－０．３５６％０．４０１％０．４３６％企業倒産率 （静岡県）

平成１７年度平成１６年度平成１５年度平成１４年度

注）企業倒産率は暦年ベース、それ以外は年度ベース

注）年度ベース ※速報値

３位

２，８４４，７２１

１６６，９９８

－

４，９６１，９７０

※１５９，６２３

平成１６年度

－２，７３７，３４４２，６９１，１６４国内製造品出荷額

－１０位１０位県内総生産の順位

－１５９，６３８１６１，６３７県内製造品出荷額 （億円）

－３位３位県内製造品出荷額の順位

※５，０４６，０６６４，９３５，５３２４，８８７，２４４国内総生産

－１５７，４７６１５８，５８９県内総生産 （億円）

平成１７年度平成１５年度平成１４年度

19



〈成長性〉静岡県はニュービジネスに取り組む企業も多く新しい産業が生まれている

〈地域の雇用・企業収益〉

－－３９０３８８〃 （全 国）

－－９位８位〃 （順 位）

※△２．７％＋１５．４％＋１４．１％＋４７．６％企業収益（前年比）（静岡県）

※ ＋６．３％＋２０．３％＋１４．４％＋１６．４％〃 （全 国）

－－３７５３７５月平均賃金 （静岡県） （千円）

０．９５倍０．８３倍０．６４倍０．５４倍〃 （全 国）

１．１４倍１．０４倍０．８８倍０．７７倍有効求人倍率 （静岡県）

平成１７年度平成１６年度平成１５年度平成１４年度

静岡県経済の強み（２）静岡県経済の強み（２）

注）有効求人倍率については年度末月ベース、月平均賃金は暦年ベース、それ以外は年度ベース ※ １７年度計画

※１： 旧中小企業創造法に基づく認定企業 ※２：中小企業新事業活動促進法に基づく承認・認定企業

注）工場立地件数は暦年ベース、それ以外は年度ベース

６新連携認定企業数（※２） （静岡県）

１６０〃 （全 国）

８５８１６０５３工場立地件数（静岡県）

１，５４５１，３０２１，０５２８４４〃 （全 国）

３位１位１位１位〃 （順 位）

１９４１７４１９１１１９経営革新計画承認企業数（※２） （静岡県）

４，４２５４，３２２３，９９５３，３４１〃 （全 国）

７位７位６位８位〃 （順 位）

５位４位３位〃 （順 位）

２１４１１０８研究開発事業計画認定企業数（※１） （静岡県）

平成１７年度平成１６年度平成１５年度平成１４年度
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◆債務者区分の遷移状況 〈与信残高（１７年３月～１８年３月）〉

△1,950△25△59△74△17＋615＋5,407＋3,897回収実行等

1,950794401,5655597,23839,23051,060合 計

931800020113破 綻 先

7.70％

3.81％

0.24％

ﾃﾞﾌｫﾙﾄ率

Ｅ／Ａ

7

10

19

個別貸倒

引当金繰入額

Ｆ

49

269

98

ﾃﾞﾌｫﾙﾄ額

Ｂ＋Ｃ＋Ｄ

Ｅ

1.10％

0.14％

0.05％

繰入率

Ｆ／Ａ

18年3月末残
高

実質破綻先

破綻懸念先

要 管 理 先

要 注 意 先

正 常 先

１８年３月末当初残高
Ａ

17年3月末

－543811,4915427,85244,63754,956

9914314111101450

12919981,194410851,557

44124635717511636

16118172341575,1231,3507,060

1，42491079391,82037,86341,244

そ の 他
（ 注 ２ ）

破綻先

Ｄ

実質破綻先

Ｃ

破綻懸念先

Ｂ

要 管 理 先要 注 意 先正 常 先

〈表の見方〉

１７年３月末要注意先残高７，０６０億円のうち、１８年３月末時点で５，１２３億円は要注意先のままであり、
１，３５０億円が正常先となったことを示す

（注１）計上基準：与信残高は１７年３月末の残高を使用し、１８年３月末までの間の与信額の増減は考慮せず

（注２）その他については１８年３月末時点で取引解消、オフバランス化しているものを計上

（注３）残高は、未収利息、貸出金に準じる仮払金は含まない

（億円）

要注意先から破綻懸念以下へ遷移した
割合（デフォルト率）は３．８１％である
が、担保、保証等によるカバー率の高さ
により信用コスト発生の割合は０．１４％
と低い

要注意先から要管理先以下への遷移額合計は４２６億円であり、正常先への遷移金額が上回っている
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＜平成18年3月末の自己査定結果、金融再生法開示債権、リスク管理債権＞

 

 

（億円、％）

自己査定分類区分（対象：貸出金等与信関連債権） 金融再生法に基づく開示債権 リスク管理債権

引当額 保全率 対象：要管理債権は貸出金のみ 対象：貸出金
（その他は貸出金等与信関連債権）

破綻先 破綻先債権
54 5 破産更生債権及び 54

〈27〉 これらに準ずる債権 〈27〉

実質破綻先 242 192 100.0% 434

381 〈292〉 延滞債権
〈264〉

破綻懸念先 1,857

1,491 1,102 164 84.9% 〈1,748〉

要管理先の保全額

264 53 58.5% 要管理債権
要管理先

95 448
要管理先のうち要管理
債権に対する保全額 （貸出金のみ）

542 109 28 48.4% 284

要注意先
要管理先のうち要管理
債権以外の保全額

155 25 69.6%

8,403

要管理先
以外の要
注意先

要管理先以外の要
注意先保全額

7,860 3,480 4,380 5,047 166 66.3%

正常先
44,672

合計 非分類合計 Ⅱ分類合計 Ⅲ分類合計 Ⅳ分類合計 合計 合計
54,999 49,577 5,198 225 － 54,999

〈54,857〉 〈49,434〉 （214） （143） 634 〈54,857〉

（注１）貸出金等与信関連債権：貸出金、支払承諾見返、外国為替、貸付有価証券、未収利息、貸出金に準ずる仮払金
（注２）自己査定結果（債務者区分別）における（  ）内は分類額に対する引当額です。破綻先・実質破綻先のⅢ・Ⅳ分類は全額引当しております。
（注３）当行は部分直接償却は実施していませんが、実施した場合の与信残高を〈  〉内に記載しております。部分直接償却・・・Ⅳ分類143（破綻先26・実質破綻先117）
（注４）要注意先については、当該先の与信残高から保証協会保証・預金担保等（優良担保・保証）を控除した額をすべてⅡ分類としております。
（注５）本表は原則として各計数を単位未満四捨五入しております。したがって表上の内訳と合計が一致しない場合があります。

5944,672

Ⅲ分類 Ⅳ分類

225
(164)

989 277

49
<23>

-
(7)

-
(26)

貸出条件緩和債権
274

合計  2,194
<2,059>

正常債権

52,791

危険債権
1,491

３カ月以上延滞債権
9

293
<176>

88
-

(42)
-

(117)

自己査定における
債務者区分

担保・保証等
による保全額非分類 Ⅱ分類

 ・総与信に占める金融再生法開示基準による不良債権の割合4.01％（部分直接償却を実施した場合の総与信に占める割合3.76％）
 ・貸出金に占めるリスク管理債権の割合4.10％（部分直接償却を実施した場合の貸出金に占める割合3.86％）
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本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保

証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意くだ

さい。


